
熊本市上下水道局自動販売機設置場所の貸付に係る募集要領 

 

熊本市上下水道局では、局有施設に自動販売機を設置する事業者（以下「設置事業者」

という。）の選定を条件付一般競争入札にて行います。 

参加を希望される方は、この募集要領の内容を承知のうえ、お申し込みください。 

 

１ 設置場所及び設置台数等 

別添「入札物件説明書」のとおり 

 

２ 競争入札参加資格 

自動販売機設置の入札に参加することができる者は、次に掲げる条件をすべて満たし

ていること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定

に該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続の開始

の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手

続の開始の申立てがなされた場合は、それぞれ更生計画の認可決定又は再生計画の認

可決定がなされていること。 

(3) 熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０

５号）第３条第１号及び熊本市上下水道局が締結する契約等からの暴力団等の排除措

置要綱（平成１８年１０月３１日施行）第３条第１号の規定に該当しないこと。 

(4) 個人の場合は熊本市に住所を、法人の場合は熊本市内に本店又は支店、営業所等

を有する者であること。 

(5) 熊本市から熊本市物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱

（平成２１年告示第１９９号）又は熊本市上下水道局から熊本市上下水道局物品購入

契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱（以下これらを「指名停止要綱」

という。）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

(6) 消費税及び地方消費税並びに本市市税の滞納がないこと。 

(7) 熊本市水道料金及び熊本市下水道使用料の滞納がないこと。 

(8) 自動販売機の入札において、落札者の都合で契約にいたらなかった事実があった

場合は、その事実から３年を経過していること。 

(9) 上下水道局との自動販売機の契約期間中において、借受人の都合により解約とな

った事実があった場合は、その事実から１年を経過していること。 

 

３ 自販機の設置条件等 

(1) 貸付料等 

ア 貸付期間 

令和６年（２０２４年）４月１日から令和１１年（２０２９年）３月３１日まで

ただし、上下水道局が公用又は公共用に供する必要が生じたとき、設置事業者が入



札参加資格条件のいずれかに違反する行為を行ったとき、その他上下水道局が必要

と認めるときは、貸付契約を解除することがある。 

イ 貸付料 

物件の設置場所が建物内のため、入札した価格に１００分の１１０を乗じて得た

額をもって月額貸付料とする。 

  なお、貸付料の支払いについては、年度ごとに貸付料の年額分を上下水道局の発

行する納入通知書により指定期日までに納入すること。（振込手数料等が発生する

場合は設置事業者の負担とする。） 

ウ 必要経費の負担 

設置事業者は、電気子メーター、水道メーター（カップ式のみ）を設置するもの

し、設置及び撤去に係る一切の費用については、設置事業者の負担とする。また、

自動販売機の設置及び撤去に要する工事費、移転費その他必要とされる一切の費用

についても設置事業者の負担とする。 

エ 光熱水費の徴収 

光熱水費については、設置事業者の負担とし、実費相当分を上下水道局が発行す

る納付書により毎月指定期日までに納入すること。（振込手数料等が発生する場合

は設置事業者の負担とする。） 

(ｱ) 電気使用料については、自動販売機の電気料金算定に係る運用規定により算定

した額とする。 

(ｲ) 水道料金（カップ式のみ）については、使用水量（１立方メートル未満の場合

は、１立方メートルとして計算）に従量料金を乗じた額とする。 

(2) 使用上の制限等 

ア 設置事業者は貸付場所を第三者に使用させることはできない。ただし、貸付人の

書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

イ 商品の搬入・廃棄物の搬出等を行う時間及び経路については、上下水道局の指示

に従うこと。 

ウ 販売品目については、事前に上下水道局と協議すること。 

エ 販売品目の販売価格は、入札物件説明書記載のとおりとし、酒類の販売は行わな

いこと。 

(3) 維持管理責任 

ア 商品の補充、売上金の回収、釣り銭の補充等は設置事業者が行うとともに、常に

商品の賞味期限に注意し、適切な在庫・補充管理を行うこと。 

イ 食品衛生について、商品販売に必要な営業許可を受けるとともに、関係法令等及

び業界自主基準を遵守し、衛生管理に万全を期すこと。 

ウ 自動販売機の故障、問い合わせ及び苦情等については、設置事業者の責任におい

て対応するとともに、自動販売機本体に故障時の連絡先を明記すること。 

エ 自動販売機の設置に当たっては、安全対策として、ＪＩＳ規格及び業界自主基準

に準拠した転倒防止措置を講じること。なお、転倒防止板を設置する場合には、

貸付面積に含まないが、当該転倒防止板は薄型を使用すること。 



オ 設置事業者は、貸付期間の満了し、又は契約が解除された場合には、速やかに原

状回復すること。また、設置事業者は、上下水道局に対し、原状回復に要した費

用、自動販売機の設置に伴い支出した費用、有益費その他一切の費用について、

補償を請求することができないものとする。 

(4) その他 

ア 設置する自動販売機は、省エネルギー、ノンフロン対応等の環境負荷を低減した

機種とすることとし、物件番号１及び３に設置する自販機については、バリアフ

リー対応機種とする。 

イ カップ式自販機については、フタ付とし、コーヒー（ドリップ式）のほか、数種

類の飲料を取り扱う水道直結方式（逆止弁付）の自販機とする。 

ウ 自販機１台ごとに缶・ペットボトル等の回収ボックスを設置し、設置事業者の責

任で適切に回収・処分するとともに周囲の清掃を行うこと。 

エ 上下水道局が電気設備の点検等のために停電させる場合には協力すること。 

オ 設置条件については、これに定めるもののほか、その他関係規定によるものとす

る。 

 

４ 申請手続等 

(1) 提出書類（各１部） 

№ 提出書類 法人 個人 摘要 

１ 入札参加資格申請書兼誓約書（様式１） ○ ○  

２ 法人登記簿謄本 ○  現在事項全部証明書 

３ 住民票  ○  

４ 印鑑登録証明書（個人）、印鑑証明書（法人） ○ ○  

５ 市町村税の「滞納がないことの証明書」 ○ ○ 
本市市税の滞納がない

ことの証明 

６ 
消費税及び地方消費税の納税証明書（未納の税

額がないことの証明） 
○ ○ 所轄の税務署で取得 

７ 水道料金等滞納有無調査承諾書（様式２） ○ ○  



８ 役員等名簿及び照会承諾書（様式３） ○ ○  

※各種証明書等は、発行後３ヶ月以内のものを提出してください。 

※様式については、入札参加資格申請書提出日時点において記載してください。

また、熊本市上下水道局が必要と認める場合は、上記以外にも追加資料の提出

を求めることがあります。 

(2) 提出受付期間 

令和５年（２０２３年）１２月２７日（水）から令和６年（２０２４年）１月３

０日（火）までの午前９時から午後５時まで（熊本市の休日及び期限の特例を定め

る条例（平成元年条例第３２号）第１条に規定する市の休日（以下「休日」という。）

を除く） 

(3) 提出先（担当部局） 

８６２‐８６２０ 熊本市中央区水前寺６丁目２番４５号 

熊本市上下水道局総務部総務課 

電話０９６－３８１－４０６３（直通） 

(4) 提出方法 

    受付期間内に(3)に直接持参して提出してください。郵送による申し込みも可能

です。郵送による申し込みの場合は、一般書留又は簡易書留によることとし、そ

れ以外の方法により郵送されたものは受け付けないものとし、令和６年（２０２

４年）１月２９日（月）までに必着のこと。また、不慮の事故による紛失又は遅

配は考慮しない。 

(5) 競争入札参加資格の確認及び通知 

競争入札参加資格の確認については、申請書等の提出期限日をもって行うものと

し、結果（競争入札参加資格がないと認めた場合はその理由も含む。）は、書面に

より通知する。 

 

５ 競争入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

(1) 競争入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算

して７日（休日を含まない。）以内に、管理者に対して競争入札参加資格がないと

認めた理由を、書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

(2) 管理者は、説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日

から起算して５日（休日を含まない。）以内に、説明を求めた者に対し書面により

回答する。 

 

６ 入札説明会 

入札説明会は実施しない。 

 

７ 募集要領等に対する質問 



(1) 募集要領等に対する質問がある場合においては、次のとおり質問書を提出する

こと。 

ア 提出方法 

書面（様式は自由）により持参、ファックス、電子メールにて提出すること。た

だし、ファックス、電子メールの場合は、必ず電話で着信を確認すること｡ 

イ 提出期間 

令和５年（２０２３年）１２月２７日（水）から令和６年（２０２４年）２月２

０日（火）まで（休日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

ウ 提出先 

４(3)の担当部局 

ファックス  ：０９６－３８４－４１３５ 

メールアドレス：suidousoumu@city.kumamoto.lg.jp  

(2) (1)の質問書に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。なお、熊本市上下水

道局ホームページにも掲載する。 

ア 閲覧期間 

令和６年（２０２４年）２月２０日（火）までに開始し、令和６年（２０２４）

２月２６日（月）までとする。 

イ 閲覧場所 

４(3)の担当部局 

 

８ 入札に参加する者が 1 者である場合の措置 

入札に参加する者が１者であっても、入札を執行するものとする。 

 

９ 入札等  

(1) ４(5)の通知により競争入札参加資格があると確認された者は、次に定める方法

に従い、入札に参加するものとする。 

ア 入札日時 

令和６年（２０２４年）２月２６日（月）午前１０時００分 

※物件番号順に入札を実施する。 

イ 入札場所 

熊本市中央区水前寺６丁目２番４５号  

熊本市上下水道局別館１階入札室 

ウ 入札方法 

(1) 入札書を持参して行うこととし、郵送及び電送（ファックス、電子メール等）

によるものは認めない。入札代理人が持参する場合は、別途委任状を提出するこ

と。 

(2) 入札金額は、月額貸付料を記載すること。建物内物件は、月額貸付料に消費税

がかかるため、入札金額は消費税額を抜いた（１１０分の１００に相当する）金額

を記載しなければならない。 



(3) 入札の最低貸付料は、「熊本市上下水道局行政財産使用規程第５条別表の運用に

ついて」で定められた額（建物内は月額１,０００円／㎡（税込）に貸付面積を乗

じた額）となるため、入札物件説明書に記載する最低月額貸付料以上の金額（税抜

の月額）を記載しなければならない。 

(4) 入札書を提出した後は開札の前後を問わず、引換え又は取消しをすることがで

きない。 

(5) 一の入札参加者が複数の入札を行ったと認められるときは、いったん開札して

確認のうえ、すべての入札書を無効とする。 

(6) 熊本市工事競争入札心得（平成２年告示第１０７号）第７条に準じるほか、提

出書類に虚偽の記載をした者のした入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札

者としていた場合には落札決定を取り消すものとする。なお、競争入札参加資格が

あると確認された者であっても、落札決定の時において４に規定する競争入札参加

資格を満たさなくなった場合は、競争入札参加資格のない者に該当するものとする。 

(7) 無効とした入札書は、返却しないものとする。 

 

１０ 落札者の決定方法 

(1) 最低月額貸付料以上の金額のうち、最高の価格をもって有効な入札を行った者

を落札者とする。 

(2) (1)により落札となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、くじによ

り落札者を決定する。 

 

１１ その他の留意事項 

(1) 手続で使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札保証金 

免除する。ただし、落札者の都合で契約にいたらなかった場合には、今後３年間

この入札への参加はできないものとする。 

(3) 契約の手続き 

落札者は、原則として物件ごとに、貸付契約を熊本市上下水道局と締結する。契

約後の自販機の設置に関しては、各施設の担当者と落札者が協議し行うものとする。 

 (4) 契約保証金 

 規程第２条において準用する規則第２２条の定めるところにより、落札者は、

契約金額を１年間当たりの額に換算した額の１００分の１０以上の契約保証金

を契約締結の時までに納付すること。 

(5) 契約書（案） 

熊本市ホームページ及び熊本市上下水道局ホームページへ掲載するほか、４(3)

の担当部局で閲覧に供する。 

(6) 申請書等に関する事項 

ア 提出期限までに申請書等を提出しなかった場合は入札参加者として認められ

ないものとする。 



イ 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ウ 提出された申請書等は、返却しない。 

エ 提出された申請書等は、競争入札参加資格の確認以外に提出者に無断で使用し

ない。 

オ 提出期限後における申請書等の追加、差し替え及び再提出は認めない。 

カ 申請書等に虚偽の記載をしたことが判明した場合は、この申請書等を無効とし、

競争入札参加資格の取消し、落札決定の取消し、契約締結の保留又は契約の解除

等の措置をとるとともに、指名停止要綱に基づく指名停止その他の措置を行うこ

とがある。 

(7) 競争入札参加資格の確認を行った日の翌日から開札までの間に、競争入札参加

資格があると認めた者が競争入札参加資格がないものと判明した場合には、競争入

札参加資格確認の通知を理由を付して取り消すものとする。この取り消しの通知を

受けた者は、当該通知を受け取った日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）

以内に、管理者に対して競争入札参加資格がないと認めた理由を、書面により説明

を求めることができる。 

(8) 落札者の決定後契約締結までの間に、落札者が２に規定する競争入札参加資格

を満たさなくなった場合には、契約を締結しないことができるものとする。 

(9) 申請書等の提出及び入札に当たっては、熊本市工事競争入札心得に準じて実施

する。 

(10) 申請書類等は、黒色のペンまたはボールペンで記入すること。（消せるボール

ペンは不可） 


